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これらの者に対しては、就業の機会の確保や雇用の安定化を図ることが必要であるとともに
シェルターによる当面の一時的な居住の場所の確保や安定した住居の確保のための相談支援
等、路上（野宿）生活にならないような施策を実施することが必要である。
ア ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域において、そ
れらの者がホームレスとならないよう、国及び地方公共団体は相互の連携を図り、年齢等の
特性を踏まえ、キャリアカウンセリングやきめ細かな職業相談等の充実強化によって、就業
機会の確保や雇用の安定化を図る。
イ ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者の就業の可能性を高めるため、技
能講習により、技術革新に対応した新たな技能や複合的な技能を付与し、また再就職の実現
や雇用機会の創出を図るため、事業所での一定期間のトライアル雇用事業を実施する。
ウ 経済情勢の変化の中で、雇用機会の減少に伴う収入の減少により、簡易宿泊所等での生活
が困難な者が路上（野宿）生活になることもあるため、シェルター等による当面の一時的な
居住の場所の確保を図る。
また、ホームレス等就業支援事業等において、安定した住居の確保のための相談支援を行
う。
エ ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者に対しても、関係機関と関係団体
が連携しながら、ホームレスと同様に積極的な相談活動を実施するとともに、ホームレス等
就業支援事業等による相談支援を実施することにより、具体的な相談内容に応じて福祉事務
所や公共職業安定所等の関係機関への相談につなげ、路上（野宿）生活に至ることのないよ
うに配慮する。

ア ホームレスに対する偏見や差別的意識を解消し、人権尊重思想の普及高揚を図るための啓
発広報活動を実施する。
イ 人権相談等を通じて、ホームレスに関し、通行人からの暴力、近隣住民からの嫌がらせ等
の事案を認知した場合には、関係機関と連携・協力して当該事案に即した適切な解決を図る。
ウ 自立支援センターやシェルター等のホームレスが入所する施設において、入所者の人権の
尊重と尊厳の確保に十分配慮するよう努める。

d 地域における生活環境の改善に関する事項について
都市公園その他の公共の用に供する施設を管理する者は、当該施設をホームレスが起居の場
所とすることによりその適正な利用が妨げられているときは、ホームレスの人権にも配慮しな
がら、当該施設の適正な利用を確保するため、福祉部局等と連絡調整し、ホームレスの自立の
支援等に関する施策との連携を図りつつ、以下の措置を講ずることにより、地域における生活
環境の改善を図ることが重要である。
ア 当該施設内の巡視、物件の撤去指導等を適宜行う。
イ アのほか、必要と認める場合には、法令の規定に基づき、監督処分等の措置をとる。
また、洪水等の災害時においては、特にホームレスに被害が及ぶおそれがあることから、
福祉部局等と連絡調整し、配慮して対応する。

e 地域における安全の確保等に関する事項について
地域における安全の確保及びホームレスの被害防止を図るためには、警察が国、地方公共団
体等の関係機関との緊密な連携の下に、ホームレスの人権に配慮し、かつ、地域社会の理解と
協力を得つつ、以下のとおり地域安全活動、指導・取締り等を実施していくことが重要である。
ア パトロール活動の強化により、地域住民等の不安感の除去とホームレス自身に対する襲撃
等の事件・事故の防止活動を推進する。
イ 地域住民等に不安や危害を与える事案、ホームレス同士による暴行事件については、速や
かに指導・取締り等の措置を講ずるとともに警戒活動を強化して再発防止に努める。
ウ 緊急に保護を必要と認められる者については、警察官職務執行法（昭和23年法律第136号）
等に基づき、一時的に保護し、その都度、関係機関に引き継ぐ等、適切な保護活動を推進す
る。

b ホームレスに対し緊急に行うべき援助に関する事項及び生活保護法による保護の実施に関す
る事項について
ア ホームレスに対し緊急に行うべき援助について
ホームレスの中には、長期の路上（野宿）生活により、栄養状態や健康状態が悪化してい
る場合があり、このような者に対しては医療機関への入院等の対応を緊急に講ずることが必
要となってくる。
Ê 病気等により急迫した状態にある者及び要保護者が医療機関に緊急搬送された場合につ
いて、生活保護による適切な保護に努める。
福祉事務所は、治療後再び路上（野宿）生活に戻ることのないよう、関係機関と連携し
て、自立を総合的に支援する。

Ë 居所が緊急に必要なホームレスに対しては、シェルターの整備を行うとともに、無料低
額宿泊事業（社会福祉法第２条第３項第８号の無料低額宿泊事業をいう。以下同じ。）を行
う施設を活用して適切な支援を行う。

Ì 福祉事務所や保健所等における各種相談事業を通じて、緊急的な援助を必要としている
ホームレスの早期発見に努めるとともに、発見した場合には、関係機関等に速やかに連絡
する等、早急かつ適切な対応を講ずる。

イ 生活保護法による保護の実施に関する事項について
ホームレスに対する生活保護の適用については、一般の者と同様であり、単にホームレス
であることをもって当然に保護の対象となるものではなく、また、居住の場所がないことや
稼働能力があることのみをもって保護の要件に欠けるということはない。このような点を踏
まえ、資産、稼働能力や他の諸施策等あらゆるものを活用してもなお最低限度の生活が維持
できない者について、最低限度の生活を保障するとともに、自立に向けて必要な保護を実施
する。
この際、福祉事務所においては、以下の点に留意し、ホームレスの状況に応じた保護を実
施する。

Ê ホームレスの抱える問題（精神的・身体的状況、日常生活管理能力、金銭管理能力、稼
働能力等）を十分に把握した上で、自立に向けての指導援助の必要性を考慮し、適切な保
護を実施する。

Ë ホームレスの状況（日常生活管理能力、金銭管理能力等）からみて、直ちに居宅生活を
送ることが困難な者については、保護施設や無料低額宿泊事業を行う施設等において保護
を行う。この場合、関係機関と連携を図り、居宅生活へ円滑に移行するための支援体制を
十分に確保し、就業の機会の確保、療養指導、家計管理等の必要な支援を行う。

Ì 居宅生活を送ることが可能であると認められる者については、当該者の状況に応じ必要
な保護を行う。この場合、関係機関と連携して、再びホームレスとなることを防止し居宅
生活を継続するための支援や、居宅における自立した日常生活の実現に向けた就業の機会
の確保等の必要な支援を行う。

c ホームレスの人権の擁護に関する事項について
基本的人権の尊重は、日本国憲法の柱であり、民主主義国家の基本でもある。ホームレスの
人権の擁護については、ホームレス及び近隣住民の双方の人権に配慮しつつ、以下の取組によ
り推進することが必要である。
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